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Vol.1 予算と体制
♦令和５年度当初予算案のポイント
♦令和５年度組織体制のポイント

内閣官房 こども家庭庁設立準備室
連絡先:03-6550-9463（担当:浅見）



○ こどもまんなかニュースは、こども家庭庁やこども行政のトピックなど
について、月一回程度、各地方公共団体等の皆様に対して発刊していくこと
を目指しております。

○ このニュースの記事については、各地方公共団体等の皆様の日々の業務に
使用していくことを念頭としており、切り貼り等に利用しやすいよう、パ
ワーポイントでのご提供をさせていただいております。

お知らせ
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令和５年度当初予算案のポイント
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区 分
令和５年度
当初予算案

【参考】
令和４年度

第２次補正予算額
（こども関係予算）

【参考】
令和４年度予算額
（移管予定分）

一 般 会 計 １４，６５７ ２，４２８ １４，１３３

うち社会保障関係費 １４，５６０ ２，１２４ １４，０１８

年金特別会計
（子ども・子育て勘定）

３３，４４７ １，３３６ ３２，７３８

合計 ４８，１０４ ３，７６４ ４６，８７１

（単位:億円）

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。
（注）一般会計の金額は、年金特別会計に繰り入れる額を除いたもの。

［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］

令和５年度 こども家庭庁関連予算の全体像

○令和5年度のこども家庭庁当初予算案（一般会計・特別会計）は、４．８兆円。令和4年度第２次補正予算で
前倒しで実施するもの等を含めれば、５.２兆円規模。

（参考１）対前年度と比較して、約1,233億円（＋2.6％）の増（一般会計及び年金特別会計）となっているが、主な要因としては、「出産・子育て応援交
付金」の継続実施（+370億円）、保育士等の処遇改善（+564億円）、保育所等の受け皿整備（+554億円）など。

（参考２）上記のほか、厚生労働省において育児休業給付（労働保険特別会計） 7,625億円（＋325億円、令和４年度：7,300億円）を確保。
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・ は、こども家庭庁準備室として新たに取り組むもの

こども家庭庁関連予算の基本姿勢
こども家庭庁関連予算の要求・編成に当たっては、以下の５つの基本姿勢を踏まえ行っていく。

１．こども政策は国の未来への投資であり、こどもへの投資の最重要の柱である。その実現のためには将来世代につけをまわさないように、安定財源
を確実に確保する。

２．単年度だけではなく、複数年度で戦略的に考えていく。
３．こどもの視点に立ち施策を立案し、国民に分かりやすい目標を設定して進める。
４．こども家庭庁の初年度にふさわしく、制度や組織による縦割りの狭間に陥っていた問題に横断的に取り組む。
５．支援を求めているこどもの声を聴き、支援を求めている者にしっかりと届ける。

結婚 乳幼児期（～5歳） 学齢期以降（6歳～） 18歳
以降

困難な状況にあるこども支援（児童虐待、貧困、ひとり親、ヤングケアラー、障害児、高校中退、非行等）

妊
娠
相
談
・
支
援

幼稚園
（特別支援学校を含む）

義務教育
（特別支援学校を含む）

高校教育
（特別支援学校を含む） 大学等

児童手当（15歳まで）
こどもの安全（事故防止、災害共済給付、性被害防止等）

認定こども園・保育所

就学前こども育ち指針の策定

いじめ・不登校

・赤字は主な新規事業

・認定こども園向け補助金の一元化 こどもの居場所（こどもの居場所づくり指針の策定）

〇年齢や制度の壁を克服した切れ目ない包括的支援イメージ

母子保健

新

新

新
・伴走型の支援
・定期預かりモデル事業

（放課後児童クラブ、児童館、こども食堂、学習支援の場、青少年センター等）
・居場所づくり支援モデル事業 新

子育て支援（未就園児含む）
（地域子育て支援拠点、ファミリー・
サポート・センター等）

新
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・地域におけるいじめ防止対策の体制構築の推進 新

・こども関連業務従事者の性犯罪
歴等確認の仕組み（日本版DBS）

こどもの意見聴取と政策への反映

新

妊
産
婦
支
援
（
産
後
ケ
ア
含
む
）

結
婚
支
援

妊娠期
～産後妊娠前

周産期医療 こどもに対する医療 4



令和５年度 こども家庭庁関連予算のポイント
こどもの視点に立った司令塔機能の発揮、こども基本法の着実な施行 結婚・妊娠・出産・子育てに夢や希望を感じられる社会の実現、少子化の克服

〇 地域の実情や課題に応じた少子化対策 １００億円（うちR4補正９０億円）
地域少子化対策重点推進交付金（一部補正）

〇 子育て世帯を優しく包み込む社会的機運の醸成のための情報発信 ２．５億円
少子化に対する国民全体の危機感共有のための情報発信等

〇 妊娠期から子育て期の包括的な切れ目のない支援
１，９０５億円（うちR4補正 １，３７４億円）

妊婦・低年齢児の親への伴走型相談支援と経済的支援の一体的実施の継続
全ての産婦への産後ケア事業の利用料減免導入、低所得妊婦への初回産科受診料支援
都道府県による成育医療等に関する協議会設置などの広域連携の実施支援
母子保健情報デジタル化実証事業の実施（補正） 等

全てのこどもに、健やかで安全・安心に成⾧できる環境を提供する
〇 総合的な子育て支援 ３兆６，０５０億円（うちR4補正１，９２０億円）
子ども・子育て支援新制度の推進 （一部補正）
・子どものための教育・保育給付等（チーム保育推進加算の拡充、スポット支援員の配

置等による保育士の負担軽減）
・保育士・幼稚園教諭等に対する処遇改善（※）

令和４年人事院勧告に伴う給与の引き上げや３％程度（月額9千円）の処遇改善の満年度化
（※）放課後児童クラブや児童養護施設、障害児入所施設等の職員についても同様の措置を実施。

 「新・放課後子ども総合プラン」に基づく放課後児童クラブの受け皿整備・放課後子供教
室との連携推進(一部補正)

保育の受け皿整備・保育人材の確保等（一部補正）
・チーム保育推進加算の拡充、スポット支援員の配置等による保育士の負担軽減、

ICTによる業務効率化の推進（再掲）
・保育所の空き定員等を活用し、未就園児を定期的に預かるためのモデル事業を実施 等
放課後児童クラブ等のICT化の推進（補正）
認定こども園向け施設整備補助金の一元化（一部補正）
就学前の全てのこどもの育ちを支える指針の策定・普及等

〇 こどもの居場所づくり支援 １，４３８億円の内数（うちR4補正５８億）
「新・放課後子ども総合プラン」に基づく放課後児童クラブの受け皿整備・放課後子供教室

との連携推進(一部補正)(再掲)
ＮＰＯ等と連携したこどもの居場所づくり支援モデル事業の実施（補正）
「こども食堂」等に対する支援（一部補正）

〇 こどもの安全・安心 ２８６億円（うちR4補正２６２億円）
こども関連業務従事者の性犯罪歴等確認の仕組み（日本版ＤＢＳ）の導入に向けた検討
災害共済給付事業
予防のためのこどもの死亡検証（Child Death Review）のモデル事業の実施、他の検証

事業を踏まえたこどもの安全確保の推進
「こどもの安心・安全対策支援パッケージ」の推進（補正）
児童福祉施設等の災害復旧への支援（補正）

成育環境にかかわらず誰一人取り残すことなく健やかな成⾧を保障する
〇 児童虐待防止対策・社会的養育の迅速かつ強力な推進

１，７２１億円の内数（うちR4補正４５億円）
保護者指導等に関する事業を拡充し、親子関係の再構築を図る民間団体の育成支援等による

児童虐待防止対策の強化
児童相談所等でのタブレット端末等の活用促進、ＡＩを活用した緊急性の判断に資する全国

統一のツールの開発促進による児童虐待防止対策の推進（補正）
包括的な里親支援を行う機関への支援の強化、児童養護施設退所者等への支援の年齢要件の

緩和等による社会的養育の充実
未就園児等のいる家庭を支援につなぐ「申請手続等支援」の実施

〇 障害児支援体制の強化 ４，７４５億円の内数
児童発達支援センターの機能強化等による地域の障害児支援体制の強化 等

〇 ひとり親家庭等の自立支援の推進 １，６９４億円（うちR4補正３０億円）
必要な支援につなぐ同行型の支援の強化、職業訓練に係る給付金の対象資格拡充等の措置

の継続等によるひとり親家庭の自立支援の推進
困窮するひとり親家庭等のこども等を対象としたこども食堂等への支援（補正）

〇 ヤングケアラーなどの困難な状況にあるこども・家庭に対する支援
２１６億円の内数

ヤングケアラーの実態調査や関係機関職員の研修等に対する支援の強化、外国語対応が
必要な家庭への通訳の派遣の実施、市町村の体制強化 等

〇 高等教育の無償化 ５，３１１億円
高等教育の修学支援新制度の実施

＜参考＞この外、こども政策に関連する主なものとしては、厚生労働省において、出産育児一時金（医療保険制度）の増額（42万円→50万円）を実施。また、育児休業給付（0.８兆円）を確保。

〇 こども大綱の策定・推進 １．４億円
こども大綱の策定と周知のための情報発信
地方自治体こども計画策定支援事業

〇 こども基本法・児童の権利に関する条約の普及啓発 ０．３億円
こども基本法の普及啓発、児童の権利条約に関する意識調査と普及啓発方法の検討

〇 こどもの意見聴取と政策への反映 ２．３億円（うちR4補正０．５億円）
こども・若者意見反映推進事業（一部補正）

〇 こども政策に関するデータ・統計とEBPMの充実 ０．５億円
こども大綱の策定・推進に関する総合的な調査、EBPMの在り方に関する研究等

〇 潜在的に支援が必要なこどもをアウトリーチ支援につなげるためのこどもデータ連携の推進
１２億円（うちR4補正１２億円）

 潜在的に支援が必要なこどもをアウトリーチ支援につなげるための情報・データ連携に
係る実証事業（補正）

〇 地域におけるいじめ防止対策の体制構築の推進 ２．１億円
首⾧部局が専門家等を活用し、いじめの相談から解決まで取り組む手法の開発・実証を

行うほか、重大事態調査を立ち上げる自治体に第三者性確保等の助言

※金額は、令和５年度当初予算案と
令和４年度第２次補正予算の合計
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令和５年度組織体制のポイント
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こども家庭庁組織体制の概要 令和４年１２月２３日
※ 組織の名称は仮称

○ こども家庭庁の内部組織は、⾧官官房、こども成育局及びこども支援局の１官房２局体制で発足。
○ 定員については、内部部局が３５０名、施設等機関が８０名、合計４３０名を確保。

○ 機構については、指定職：⾧官、官房⾧、こども成育局⾧、こども支援局⾧、審議官（こども成育局担当）、審議官（こども
支援局担当）※、課⾧・参事官１４、室⾧・企画官１１で構成【別紙参照】。

１．概 要

内部部局 施設等機関（国立児童自立支援施設） 合 計

⾧官官房 こども成育局 こども支援局 計 武蔵野学院 きぬ川学院 計

定員数 ９７名 １６０名 ９３名 ３５０名 ４４名 ３６名 ８０名 ４３０名

５年度増員等分 ― ― ― ＋４２名 ― ― ＋１名 ＋４３名

２．主な組織構成

※この外、審議官（総合政策等担当）《充て職・３年時限》
を常駐併任で配置

 こどもの視点、子育て当事者の視点に立った政策の企画立案・総合調整（こども大綱の策定、少子化対策、こどもの意見聴取と政策へ
の反映等）

 必要な支援を必要な人に届けるための情報発信や広報等
 データ・統計を活用したエビデンスに基づく政策立案と実践、評価、改善 など

こども成育局

 妊娠・出産の支援、母子保健、成育医療等基本方針の策定
 就学前の全てのこどもの育ちの保障（幼稚園教育要領、保育所

保育指針の双方を文部科学省とともに策定（共同告示）など）
 相談対応や情報提供の充実、全てのこどもの居場所づくり
 こどもの安全 など

こども支援局

 様々な困難を抱えるこどもや家庭に対する年齢や制度の壁を克服
した切れ目ない包括的支援

 児童虐待防止対策の強化、社会的養護の充実及び自立支援
 こどもの貧困対策、ひとり親家庭の支援
 障害児支援
 いじめ防止を担い文部科学省と連携して施策を推進 など

⾧官官房（企画立案・総合調整部門）
○⾧官、官房⾧、総務課⾧、参事官（会計担当）、参事官（総合政策担当）

○局⾧、審議官、総務課⾧外５課⾧・１参事官 ○局⾧、審議官、総務課⾧外３課⾧

（※）内部部局の定員数（３５０名）の内訳は、既存定員（事務移管分）２０８名＋４年度増員分１００名＋５年度増員等分４２名となっている。
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8

○ ⾧官をトップに、⾧官官房、こども成育局、こども支援局の１官房２局体制として、審議
官２、課⾧級ポスト14、室⾧級ポスト11を設置（併任を除く）。

○ 定員については、組織全体で430人（内部部局350人、施設等機関80人）。

こども家庭庁組織図概要

こども家庭庁⾧官

⾧官官房（官房⾧）

こども成育局

こども支援局

サイバーセキュリティ・情報化企
画官

総務課

こども育成基盤課

参事官（人事担当）

公文書監理官

参事官（日本版DBS担当）

総務課

こども保育政策課

総務課

こども子育て支援課

母子保健課

こども安全課

参事官（事業調整担当）

虐待防止対策課

こども家庭福祉課

障害児支援課

企画官（広報・文書担当）

人事調査官

経理室

認可外保育施設担当室

児童手当管理室

企画官(日本版DBS担当)

企画官(いじめ・不登校防止担当)

企画官(こども若者支援担当)

企画官(ひとり親家庭等支援担当)

国立児童自立支援施設

（武蔵野学院、きぬ川学院）

〈 施 設 等 機 関 〉

〈

内

部

部

局

〉

参事官（会計担当）

参事官（総合政策担当） 少子化対策企画官

【⾧官官房計 97人】

【こども成育局計 160人】

【こども支援局計 93人】

【施設計 80人】

【内部部局計 350人】

【課⾧級ポスト】 【室⾧級ポスト】

審議官
（こども成育局担当）

審議官
（総合政策等担当）

審議官
（こども支援局担当）

※ 組織の名称は仮称

※ は併任ポスト

＊３年時限


